
今井病院移転案について



１ 病院改革におけるこれまでの経緯

≪兵庫県地域医療構想≫(平成28年10月策定)

団塊の世代がすべて後期高齢者となる2025年に向け、「住民が、住み慣れ
た地域で生活しながら、状態に応じた適切で必要な医療を受けられる」地域
医療の提供体制（＝「地域完結型医療」）が必要とされています。

そのためには、①医療機能の分化・連携、②在宅医療の充実、それを支え
る③医療従事者の確保を進める必要があります。



阪神北医療圏における稼働病床数と将来必要病床数

＜課題＞
将来を見据えた病床機能の見直し
が課題となっています。
① 急性期
⇒ 高度急性期 or回復期

② 慢性期
⇒在宅医療への対応

高度急性期 ：患者の状態の早期安定化に向けて、高度な医療を提供する
急 性 期 ：患者の状態の早期安定化に向けて、医療を提供する（高度急性期を除く）
回 復 期 ：患者の在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する
慢 性 期 ：長期の療養が必要な患者、重度障がい者、難病患者等の入院機能を提供する

平成28年度病床機能報告及び兵庫県地域医療構想より



市立川西病院事業新経営改革プラン（平成29年3月策定）で整理した検討課題と
運営上の課題は以下のとおりです。（以下、平成29年3月時点の記載内容）

１．病院施設の老朽化
現在の施設は築後34年が経過しており、老朽化している病院を建て替える必要があります。経営健全

化計画の達成が不透明な状況であり、市の単独事業では建て替えに必要な財源である地方債の発行許可
が国から得られない状況です。
そのため、建て替えに必要な財源を確保するためには、再編・ネットワーク化（複数病院の統合又は相
互の医療機能の再編）の取り組みを行うことが必要です。
２．市の財政支援の限界と経営形態の見直し
市立川西病院の設立以来、市は公立病院の必要性を認識し、病院経営に対する支援を実施しており、

補助金として毎年度約10億円、長期の貸付金約26億円に加え、短期の貸付金6億円を行い、経営を支え
ています。しかし、今後も市税収入が減少していく中で、増大する社会保障経費への対応などに取り組
まなければならないことを考えると、これ以上の支援を継続できない状況にあります。
また、平成14年度以降、赤字が続く病院経営を早急に立て直す必要があることから、民間的経営手法

の導入などの抜本的な解決策を講じる必要があります。
３．病院の立地
利用者の利便性に加え、継続的に安定した医療を提供していくためには医師をはじめとした医療ス

タッフの確保が重要であり、大学医局から医師を派遣しやすい環境にも配慮した立地を検討する必要が
あります。



将来にわたっても、市民の命と健康を守り、安心で安全な医療を提供していくためには、
小児・周産期・救急などの政策医療や高度医療を担う

公立病院を存続しなければなりません。

そのためには、上記の検討課題や運営課題に対応した取り組みを行う必要があります。



川西市立総合医療センター構想
市民が安心して暮らせる医療体制の整備

１ 川西市立総合医療センターの整備
キセラ川西内に新病院を整備するとともに、市北部の住民の医療ニーズに対応す
るために、現市立川西病院の敷地内に北部診療所を整備します。

２ 指定管理者制度の導入
赤字が続く病院経営を早急に立て直す必要があることから、民間的経営手法を活
用した経営形態である指定管理者制度を導入しました。平成31年4月1日から市立
川西病院は公設民営となり、医療法人協和会が指定管理者として管理運営を開始
しています。

＜指定管理者制度＞
公の施設の管理運営を民間事業者が行うことで、民間のノウハウを活用した効果的かつ

効率的な運営が期待でき、市民サービスの向上と経費の節減につながる制度です。



◆協立病院との医療機能の統合(再編・ネットワーク化)
兵庫県の地域医療構想を踏まえ、将来、過剰となる急性期病院（症状の急変などにより早急に処置が
必要な患者などの治療を24時間体制で行なう病院）の機能を統合・整理し、不足している高度医療への
切り替えを図るため、市立川西病院と同じ急性期病院である医療法人協和会の協立病院と統合し、新た
に高度医療の一部を担います。

◆市立川西病院・・・250床 ◆川西市立総合医療センター・・・405床
◆協立病院・・・・・313床 ◆北部診療所・・・・・・・・・・入院機能無し



①総合医療センター（現在、整備中）
・基本方針／これまで市立川西病院が担ってきた地域の中核的な病院としての役割に加え、高度医療の
一部を担うとともに、小児・周産期・救急などの政策医療を引き続き提供し、将来にわたり、市民が安
心して暮らせる医療体制の整備に向け、魅力ある病院をめざします。
・整備場所／キセラ川西内医療ゾーン
・病床数／405床（現在の市立川西病院は250床）
・診療科目／28診療科12専門センター（現在の市立川西病院は13診療科3専門センター）
・運 営／指定管理者（医療法人協和会）

②北部診療所案
・基本方針／市北部の住民の医療ニーズに対応し、医療の安全と安心を確保します。また、各種検査機
能への対応や利便性の向上を図るため、総合医療センターと北部診療所間のシャトルバスを運行します。
・整備場所／市立川西病院正面駐車場
・診療科目／内科、整形外科、小児科、外科等その他（入院機能はなし）

※上記以外に院内開業を募集（開業に際し支援制度を創設予定）
・運 営／指定管理者（医療法人協和会）



２ 北部診療所案(現行案)
診療科、診療体制

上記診療体制のほか、診療所内に院内開業エリアを設け、開業医を2診誘致予定

診療時間 月～金 土・日・祝日

午前 内科3診、整形外科1診、小児科1診、
外科等その他1診 計6診

内科1診、整形外科1診、
小児科1診 計3診

午後以降 内科1診(24時間救急対応) ※北部診療所内で薬の受け取りを行う。

※ 医療機器は、レントゲン、超音波検査の画像診断装置、そして尿や血液、心電図検査に
対応できる分析装置や心電計等を整備予定。





(用語の説明)
※1 地域包括ケアシステム
高齢者が要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい生活を最後まで送れるように、地
域内でサポートし合うシステム

北部診療所案での課題
⑴ 入院機能を求める声が根強い
当初計画では入院施設がなくなることから、地域包括ケアシステム 構築への不安の声がある。

⑵ 検査機器等がないことへの不安がある
シャトルバスは運行予定であるものの、北部診療所には、CTやMRIなど検査機器の設置
予定はなく、検査機能として不安の声がある。

※1



３ 今井病院移転案(新提案)
⑴ 開設者 医療法人晴風園(民設民営)
⑵ 施設の名称 (仮称)川西リハビリテーション病院
⑶ 建設場所 現市立川西病院跡地の南側約6,300㎡(病院駐車場を含む)
⑷ 病床数

機能 病床数 備考
回復期病床 120床 うち20床は地域包括ケア病床
障がい者病床 40床
合計 160床

(用語の説明)

※2 地域包括ケア病床
急性期の治療が一段落した後、そのまま在宅復帰するのは困難な患者の受け入れ（ポストアキュート）
と在宅や介護施設で療養中に容体が悪化した患者の緊急受け入れ（サブアキュート）などの機能をもつ病
床

※地域包括ケア病床数は稼働見込みにより変動する

※2



⑸ 外来診療

⑹ 休日診療

※小児科は開設日は月～金曜日をめざす
※土曜日は休診
※小児科の費用負担は、診療報酬と市の補助金で賄う

診療時間 月～金

午前
内科1診
小児科1診
外来診察室は3室以上、処置室は1室以上整備

診療時間 日・祝日・年末年始
10時～11時半
13時～16時半 内科1診(予定)

※費用負担は、診療報酬と市の補助金で賄う



⑺ 主な検査機器 ＣＴ、Ｘ線テレビ撮影装置、Ｘ線一般撮影装置、
内視鏡、心電図、エコー等

⑻ 地域医療連携 医療機関相互間の機能の分担及び業務の連携を推進し、
推進法人 地域医療構想を達成することを目的として、医療法人晴風園、

医療法人協和会、市医師会(協議中)で設立予定。
今井病院移転案に決定した場合は、市も構成員として参加する。



⑼ 市立川西病院 空白期間を作らない方針とする
閉院から川西 設置者 川西市
リハビリテー 運営 地域医療連携推進法人の協力を得て実施する予定
ション病院開 実施場所 現市立川西病院の外来診察室
院までの対応 外来診療 内科1診 月～金曜日午前中

小児科1診 月～金曜日午前中の開設をめざす
検査機能 検査機器は置かず、血液検査等は外部委託を予定
※費用負担は、診療報酬と市の委託料で賄う

休日診療については、市が医師会に委託し、現市立川西病院の外来診察室で実施する予定

⑸外来診療の小児科、⑹休日診療、
⑼市立川西病院閉院から川西リハビリテーション病院開院までの対応については、
地域医療連携推進法人の協力を得て実施する予定



４ 病院改革にかかるスケジュール
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５ 今井病院移転案の経緯

医療法人晴風園から今井病院の移転案があり、その移転先のひとつとして
現市立川西病院跡地を候補としている旨の申し出を受ける。

市立川西病院跡地への移転を第1候補としたいとの申し出を受ける。
市として土地の貸与、病床増について検討を開始する。
兵庫県との事前相談を開始する。

医療法人晴風園、医療法人協和会と地域医療連携推進法人設立について意見交換を行う。

医療法人晴風園、医療法人協和会に地域医療連携推進法人設立の意思を確認する。

今井病院移転案を発表し、年内に方針を決定することとした。

令和元年12月

令和2年1月

令和2年2月

令和2年5月

令和2年6月

平成31年2月 (仮称)川西市立総合医療センター基本構想策定



現市立川西病院の患者数
平成28年度平均外来患者数457人
令和元年度平均外来患者数349人
令和2年7月外来患者数313人

コロナ禍の中で全国的に各診療所の患者数も減少している

これらの状況や基本的な外来診療の役割を考慮し、現市立川西病院の閉院後
の外来患者の受け入れについて、アンケートを実施

６ 北部地域医師会会員アンケート

0

100

200

300

400

500

平成28年度 令和元年度 令和2年7月

457人
349人

313人



回答状況 25/43機関 (回答率58.1%)

18件
開業医で対応可能

6件
開業医のみでは
対応困難

1件
その他

７ 北部地域医師会会員アンケート集計結果



主な自由意見

新病院においても、これまでと同様の病診連携をお願いしたい。

◯科はエリア内に当院含めこの３年間で２件の新規開業があり、外来患者の受け入れについては開業医で十分可能。

当院から川西市立病院への紹介患者はCT・MRIをはじめとする検査目的の方が大半のため、外来機能よりも高度な検査
機能が失われることを懸念している。今井病院が移転される場合には少なくともCT・MRIの画像検査と、近隣開業医か
らもオープンに予約可能なシステムを希望する。（他に検査に対する同様の意見２件あり）

市として発達障害の患者の受け入れをお願いしたい。

夜間対応の内科1診でもあれば、基本的に問題ない。当院では発熱対応が困難である。

夜間診療は必要だが、入院もMRI等の検査機能もない昼間の診療は不要。

新今井病院のサブアキュートの機能はどの程度か。

できれば北部診療所案に近い外来機能を維持してほしい。

慢性疾患のフォローは開業医で分散することで受入れ可能だが、コロナ対応もあるため急病が対応できないので応急診
療できる機能(内科・外科)が必要。現在の応急診療はＸ線も尿・血液検査もできない。(他にコロナに対する意見1件)

大和地区では、数年以内には閉院となるような高齢医師が多い。少なくとも北部診療所程度の機能がないと今井病院の
内科1診では対応しきれない。北部の患者は混乱する。

開業医が頑張るべきなのかもしれないが、判断が難しい。



８ 医療フォーラムで提出された主な意見に対するQ＆A

A1.７の北部地域医師会会員アンケート集計結果のとおり、かかりつけ医を必要としている患者につい
ては、基本的に開業医で受け入れできると思うが、小児科については、特に地域からの要望が強い
ため、対応します。

A2.医師をはじめとした医療資源に限界があることから、川西市立総合医療センターに集約することで、
高度医療等救急医療の質の向上を図ります。

A3.北部診療所案は、病床確保ができないことを前提に策定しました。
今回、医療法人晴風園からいただいた今井病院移転案はその前提条件が覆されるものです。
その提案を受け、市はこの地域に展開する医療として何が良いのかをゼロベースで考え、不足して
いる回復期病床を確保することが出来るこの移転案を検討すべきであると判断しました。
診療所と病院の整備をとのご意見もいただいていますが、医療資源の効率性や費用対効果の観点か
ら今井病院移転案の外来機能（小児科や休日診療）を充実することで調整を進めています。

Q1.外来機能(小児科等)の充実を求める。

Q2.北部地域に二次救急対応病院が必要である。

Q3.北部診療所と(仮称)川西リハビリテーション病院の両方を整備してほしい。



９ まとめ
高齢化の進展による医療・介護の需要増大という社会状況に対応するため、限られた医療・介護資源
を適正・有効に活用することが求められている。

医療機能の分化・連携により、患者の状態に応じた適切な医療を提供する体制を整備するとともに、
在宅医療の充実により、退院患者の体制を整備する必要がある。

具体的には
現在、診療単価の高い急性期病院が比較的重症でない患者を受け入れているが、急性期病院か
ら回復期病院への転換を進め、患者の状態に応じた医療を提供する。

今回の今井病院移転案は、地域医療構想の考え方に沿ったもので、今後ますます必要になる回復期病
床を確保できる市にとってより良い提案である。

回復期病床の役割
１ 急性期の治療後に病状の安定した患者に対する在宅復帰をめざした治療
２ 一時的に在宅生活が困難となった患者の受け入れ
３ 在宅療養中のレスパイト機能の提供



高度急性期 急性期 回復期 慢性期 計
市立川西病院 250 250
協立病院 313 313

計 563 563

市立総合医療センター 100 305 405

今井病院 30 81 111

市立総合医療センター 100 305 405
(仮称)川西リハビリテーション病院 120 40 160

計 100 305 120 40 565

病床削減

病床削減

158

109

今井病院の慢性期病床81床のうち41床を回復期病床に移転し、慢性期病床を40床とする。
今井病院の回復期病床30床に、慢性期病床から移転した41床、地域医療連携推進法人を活用して49床増
床し回復期病床を120床とする。

今井病院移転後

病床数の推移について
川西市立総合医療センター基本構想における病床数について


